
中国に仕掛けられた汚染水

　第10回太平洋・島サミット
（PALM10）が７月に東京で開
催された。ここでは、これまで海
洋国家日本が辿って来た海洋トラ
ブルの歴史を取り上げてみたい。
　それは、一つに多核種除去設備
（ALPS）処理水の海洋投棄（放
出とも言う）の問題であると言え
る。ALPS処理水とは、東京電力
福島第一原子力発電所の建屋内に
ある放射性物質を含む水から、ト
リチウム以外の放射性物質の安全
基準を満たすまで浄化した水のこ
とである。
　トリチウムについても安全基準
を十分満たすよう、処分する前に
海水で大幅に薄め、その濃度は国
の定めた安全基準の40分の１未
満になるよう処理されており、経
済産業省も環境や人体への影響は
考えられないと説明している。
　ところが、これに対し、太平洋
地域から批判の狼煙（のろし）が
あがった。批判側の一番手は、海
洋進出を狙う中国である。そして

その中国に引きずり込まれるよう
に、太平洋の地域協力機構である
太平洋諸島フォーラム（PIF）が
続いた。
　中国はALPS処理水を“核汚染
水”と呼んで、太平洋諸国の反日
運動を仕掛けたと言われている。
中国は太平洋諸国を味方につける
絶好のチャンスと考えているから
である。
　太平洋島しょ国には、過去に欧
米の核実験にさらされているだけ
に、原子力へのアレルギーが堆積
されている。だから、太平洋諸国
は、中国の“核汚染水”という宣
伝文句に振り回されたと見られて
いる。ところが、太平洋ムルロア
環礁でのフランスの核実験にさら
されたニュージーランド、オース
トラリアも批判的で、国連総会で
も非難しているので反核意識は南
半球に広がっていると言える。
　そういう状況だから、中国に
ALPS処理水を“核汚染水”だと
あおられると、太平洋島しょ国に
とっては、不安要因が積み重ねら
れるばかりとなる。この時点で中

国に喧伝された“汚染水”という
イメージがじわじわと南太平洋に
染みわたり、それが戦略的な虚報
だとわかっていても、日本への外
交手段として、利用価値が高いと
思う国が太平洋地域に増えたと言
われても不思議ではない。

核アレルギーの太平洋地域

　とにかく核アレルギーの強い南
太平洋地域だけに、“核汚染水”
と言われると、本能的に拒否反応
が起こりがちだ。いずれにしても、
日本は広報戦略を含めて、外交的
に敗北していると言われても反論
できないだろう。そうした中で、
日本は今回のPALM10で、どう
いうことを提案するのか、名誉挽
回という意味でも、その行方が注
視された。
　そこで次に、問題の発端となっ
たALPS処理水の歴史を少々追跡
してみたい。
　時代は1979年にまでさかのぼ
る。その頃から、日本国内の原子
力発電所から出された放射性廃棄
物を日本に近い公海に投機しよう

という計画が発表されるようにな
った。ところが、この頃から南太
平洋フォーラム（SPF）による非
難が生まれている。それが、親日
的なパラオなどのミクロネシアに
も波及することになり、1985年
には、中曽根康弘首相が初めて太
平洋島しょ国を公式訪問すること
になったが、それに先立って、日
本政府は放射性廃棄物の海洋投棄
計画を無期停止することを明らか
にした。
　他方、欧米の核実験にさらされ
てきた太平洋諸島にとっては、核
実験は言うまでもなく、放射性物
質の投棄なども極めてセンシティ
ブな問題なのである。だから、日
本のALPS処理水問題も、太平洋
諸島にとって同じように極めてセ
ンシティブな問題と見られている。
　少し過去にさかのぼってみると、
2021年４月13日におけるALPS
処理水の海洋投棄計画も、南太平
洋諸島の猛反発にあっている。そ
こには日本の太平洋島しょ国地域
に対して、海洋投棄計画がなんら
の相談もなく実施されたという南
太平洋地域の不快感が見てとれる。
　さらに、日本政府が約束した
「検証可能な科学的証拠」が提示
されないということで、日本を太
平洋諸島フォーラムの重要なパー
トナーとする諸外国メンバーから
除外することも辞さないと言われ
たこともあった。そこで、太平洋
諸島側は2023年２月に日本政府
と討議し、岸田文雄首相との会談
の中で、独立した専門家によって
放出に安全性が科学的に証明され
るまで、計画を一時停止するとい

う言質を取り付けている。

小さな国の大きな力

　このように、ALPS処理水の問
題は、太平洋諸島をめぐる国際政
治に巻き込まれてしまった。その
背景には、先にも述べたように、
ALPS処理水を“核汚染水”と誇
張する中国の政治戦略に日本が呑
み込まれたからだと言われている。
ここでも日本の国際政治への戦略
性のなさ、先見性のなさが露呈さ
れていると言える。
　したがって、今回の太平洋・島
サミットが大いに注目されるので
ある。多くの日本人は、太平洋地
域を小さな島々の集まりだと見て
いるフシがあるが、その小さな
島々は、国連の場で一票の価値を
有している。よって、国連外交で
は一つ一つが大きな存在となって
いるのである。小さな島国といえ
ども国連外交、地域外交で貴重な
一票を有している。だから、国連
は言うまでもなく、太平洋域内外
交においても、その存在価値は高
いのである。ゆえに、私たちは国
際協力においても以上のような問
題意識で太平洋小国との連携意識

を高めるように協力する必要があ
る。
　一時、中国は国策的な太平洋諸
島への観光を展開していた。筆者
が2020年頃にパラオで経験した
ことがあったが、コロール島のど
のホテルも中国人観光客であふれ
ていた。ハルピンから来た客から
聞いた話によると、国からパラオ
行きの航空券が渡されてやって来
たと語っていた。
　おそらく筆者の会った中国人は、
中国政府のパラオへの観光戦略の
一環に組み込まれた観光客だった
と思われる。従来からの台湾の観
光客は小さな存在だったが、パラ
オは従来通り台湾の観光客を大切
に扱っていた。
　ところが、最近ではソロモン諸
島が中国と安全保障協定を結ぶな
ど、中国の外交展開が注視されて
いる。ただ、ソロモン諸島はオー
ストラリアと安全保障協定を結ん
でいて、それを破棄したわけでは
ない。その辺が小さな島国といえ
ども、したたかである。そのこと
は、日本も心しておく必要があろ
う。（執筆にあたって、太平洋協
会の資料を参考にした）
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第10回太平洋・島サミット
海洋国家日本の責務を求めて

パラオ・ペリリュー神社。ペリリュー島で玉砕した多くの英霊が奉られている
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太平洋島しょ国と
日本の深いつながり
太平洋島しょ国と太平洋島しょ国と

太平洋島しょ国の関係強化と各国の発展に共に取り組むため、3年に一度、日本における開催に合意。アジア太平洋地域全体の開発、貿易、漁業、
環境、気候変動等に関する取り組みや投資の共通認識を持ち、国際社会に向けた支持呼びかけなどを宣言。

太平洋・島サミット（PALM）の変遷
PALM １／1997年・東京

「太平洋フロンティア外交」の提唱、「宮崎イニシアティブ」の発表、「太平洋・島サミット宮崎宣言」「太平洋環境声明」の採択。
PALM ２／2000年・宮崎

「沖縄イニシアティブ：より豊かで安全な太平洋のための地域開発戦略および共同行動計画」を決定。重点政策目標に、①安全保障強化、②安全で
持続可能な環境、③教育および人材育成の改善、④保健および衛生の改善、⑤持続可能な貿易および経済成長を掲げ、地域開発戦略および共同
行動計画に関する見直しを毎年行うことを決定。

PALM 3／2003年・沖縄

「より強く繁栄した太平洋地域のための沖縄パートナーシップ」を採択。日本の支援策として向こう3年間で総額450億円規模の支援、4,000人以
上の行政官の人材育成を表明。

PALM 4／2006年・沖縄

太平洋環境共同体創設を提言する「北海道アイランダーズ宣言」を採択。「太平洋環境共同体」構想実現に向け68億円の支援、「人間の安全保障」
と「人的交流（キズナ・プラン）」も含め総額500億円の支援を表明。

PALM 5／2009年・北海道

2011年の東日本大震災後に強まった島しょ国とのキズナを再確認しつつ、「広げよう太平洋のキズナ」を提唱する「沖縄キズナ宣言」を採択。日本
から３年間で最大5億ドルの支援を表明。

PALM 6／2012年・沖縄

「福島・いわき宣言　共に創る豊かな未来」を採択。今後3年間、防災・気候変動・環境・人的交流・持続可能な開発・海洋・漁業・貿易・投資・観光の
7分野に焦点を当て協力を進めることを決定。今後3年間で550億円以上の支援の提供、4,000人の人づくり・交流支援を行うことを表明。

PALM 7／2015年・福島

「PALM8首脳宣言」を採択。法の支配に基づく海洋秩序・持続可能な海洋、強靱かつ持続可能な発展、人的往来と交流の活性化を主な協力・支援
策とし、これまでの実績を踏まえ従来同様の開発協力と人材育成・交流の強化を約束。

PALM 8／2018年・福島

「第9回太平洋・島サミット（PALM9）首脳宣言」と所属文書である「太平洋のキズナの強化と相互繁栄のための共同行動計画」および「ファクトシ
ート－PALM8以降の日本の支援」を採択。PALM8の協力・支援策に加え、新型コロナの対応や海洋分野におけるALPS処理水についても触れ、説
明提供と地域との緊密な対話の継続を説明。

PALM 9／2021年・リモート開催

　1914年8月、欧州で第一次世界大戦が勃発。日本は日英同
盟に従い参戦し、ドイツに宣戦布告をする。同年10月には太平洋
島しょ国に海軍を派遣し、ドイツ領のミクロネシア地域を無血で占
領。そこから日本の南洋統治が始まった。その後、現在のマーシャ
ル諸島、パラオ、米領北マリアナ諸島を次 と々占拠した。海軍が
素早く進出を進められた理由には、明治時代から、日本人が各島
に労働移民として渡り、商業活動を成功させていたことが大きい
とされる。日本の南洋統治に米国は反対し続けていたが、1920
年に発足した国際連盟の委任統治制度に当てはめ、日本の委
任統治が正式に認められた。
　委任統治領では、国際連盟により軍事施設の建設や軍事訓

大洋州地域との歴史的関係性 練の禁止などの制約条件が課せられ、地元民らの利益のための
教育や福祉行政を行い、報告することが義務付けられた。日本は
産業を活性化するためのインフラ整備や学校建設など、社会の
発展に貢献した。多くの日本人が海を渡り、1940年時点では、地
元民5万1,000人に対して日本人移住者は8万5,000人とふく
れ上がった。
　太平洋戦争中の1944年2月、米軍はミクロネシア地域の日本
海軍基地への本格的な攻撃を開始。ミクロネシア、メラネシアが
日本防衛の最前線として激戦地となった。日本の敗戦により、南
洋諸島は米軍に占拠されることになった。
　このような背景から現在もミクロネシア地域には多くの日系人
が居住しており、その人口は約２割と言われている。

　今年７月16～18日、第10回太平洋・島サミット（PALM10）が
東京で開催された。参加したのは太平洋島しょ国14カ国、仏領２
地域、豪州、ニュージーランドに日本を含む計19カ国・地域の首
脳、閣僚らと太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局長だ。岸田文雄
首相とクック諸島のマーク・ブラウン首相が共同議長を務めた。
　首脳宣言では、気候変動こそが「太平洋地域の人々の生活、
安全保障、福祉における存続に関わる唯一で最大の脅威」とす
る認識を示した。その上で、この地域の気候変動の影響緩和と適
応を支えるため、日本の協力強化にコミットした。
　そして、岸田首相は新たに「太平洋気候強靱化イニシアティ
ブ」の推進を打ち出し、①防災能力の強靱化、②脱炭素化の推
進、③島しょ国自身の取り組みの支援の３本柱を掲げた。
　その一方、多核種除去設備（ALPS）処理水の海洋放出につ

第10回島サミットの開催概要 いて、日本はモニタリングなどで安全性を示しているが、今後も国
際原子力機関（IAEA）と連携し、島しょ国との継続的な情報共有
を積み重ねていく姿勢を示した。島しょ国側は一定の理解を示し
たが、日本は気を緩めることなく、今後も不断の情報開示を続け、
信頼醸成に努めていくことが必須だ。
　また、複雑化する国際関係については、PALM史上で初めて
「武力または威圧によ
る一方的な現状変更
の試みに強く反対す
る」と首脳宣言に明記
した。名指しは避けな
がらも、太平洋地域で
影響力を強める中国を
意識した内容になった。

太平洋島しょ国と聞くと、「青い海」「雄大な自
然」など楽園のイメージが強い人もいるだろう。
一方で、この島しょ国は日本と地理的にも歴史
的にも深い関わりを持ってきた。

出典：外務省の公開情報を基に基に本誌作成

太平洋・島サミットに参加する島しょ国・地域は、太平洋諸島フォーラム（PIF）
に加盟している。PIFとは、1971年に独立後間もない太平洋島しょ国・地域と
豪州、ニュージーランドが参加して発足した地域協力の枠組み。事務局はフィ
ジーの首都スバにある。

太平洋諸島フォーラム（PIF：Pacific Islands Forum）
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